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ハンガリーは凍結された復興基金を受け取れるか？  
～「脱オルバン」改革、ＥＵが最終審査～ 

 経済調査部 首席エコノミスト  田中 理 

（℡：050-5474-7494） 

 

（要旨） 

○ ハンガリーは９月 30日、欧州復興基金の最終支払い請求を欧州委員会に提出した。オルバン

前政権下では、司法の独立性や汚職、公共調達の透明性などを巡る懸念から資金提供が凍結

されてきたが、４月の政権交代後、マジャル政権はＥＵとの関係正常化に向けた改革を急速

に進めてきた。新たな復興計画は総額約 100億ユーロで、新政権は８月末までに必要な改革・

投資条件を達成したとしている。ただ、今回の申請によって資金受領が確定した訳ではなく、

欧州委員会が条件の達成状況を審査したうえで年末までに支払いの可否を判断する。巨額の

ＥＵ資金を受領できるかは、新政権による「脱オルバン」改革の実効性と、悪化したＥＵと

の関係修復の進展を占う試金石となる。 

 

ハンガリーは９月 30日、欧州復興基金の最終支払い請求を欧州委員会に提出した。復興基金

は、コロナ危機からの経済復興に必要な財政資金を加盟国に提供する目的で 2021年に創設され、

南欧や東欧諸国に手厚く配分されてきた。復興基金を通じた財政支援は、①資金の一部を、返済

を前提とする融資ではなく、返済が不要な補助金として提供する点や、②気候変動対策、デジタ

ル化対応、ロシア産化石燃料依存の脱却といった欧州連合（ＥＵ）の優先課題、各国固有の構造

問題などに取り組むことを追加の資金受領の条件としている点が、従来の財政支援の枠組みと異

なる。復興基金からの追加の資金提供は 2026年末で終了する。追加の資金受領を希望する国は、

８月 31日までに復興計画で合意した改革条件を達成し、それに基づいて、９月 30日までに支払

い請求をしなくてはならなかった。 

ハンガリーはオルバン前首相の治世下で、法の支配など欧州連合（ＥＵ）の基本価値、ロシア

制裁、ウクライナ支援などを巡って、ＥＵとの対立を繰り返してきた。司法の独立性、汚職問

題、公共調達の透明性などへの懸念があるとして、ＥＵはハンガリーに対する復興基金からの資

金提供を凍結してきた。資金提供を開始するには、司法の独立性やＥＵ予算の保護などに関する

27項目の条件（これをスーパー・マイルストーンと呼ぶ）を達成する必要があった。状況が大き

く変わったのは、今年４月の総選挙で親ＥＵ政権が誕生したことだ（詳細は４月 13日付けレポー

ト「ハンガリーに親ＥＵ政権誕生へ」を参照されたい）。マジャル首相は５月にフォンデアライエ

ン欧州委員長と会談し、凍結されてきたＥＵ資金の解除に向けた改革に取り組むことを約束し
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た。ハンガリー政府は前政権が提出した復興計画の見直しに着手し、６月に新たな計画を提出、

ＥＵはこれを７月に正式に承認した。 

新たな復興計画は、返済不要の補助金が約 65億ユーロ、返済が必要な融資が約 35億ユーロの

総額約 100億ユーロで、資金受領の条件として 67項目の改革と 47項目の投資が盛り込まれた。

新政権は発足直後から改革に着手し、公共放送の経営・編集体制の刷新、前政権が設置した治安

機関の廃止、汚職やＥＵ資金を監視する欧州検察庁への参加を決定したほか、７月には基本法

（憲法に相当）を改正し、①前政権が選出した大統領の早期退任、②憲法裁判所判事の 70歳定年

制の復活、③憲法裁判所による予算や税制関連法に対する審査権限強化、④最高裁判所や司法行

政トップの選出方法変更と任期短縮、⑤首相や国家議員の任期制限、⑥国家資産の回収・保護局

の創設、⑦議会の３分の２以上の賛成が必要な法律の範囲を縮小するなどの改革に着手した（詳

しくは８月 12日付けレポート「ハンガリーで急速に進む「脱オルバン」改革」を参照された

い）。政府は８月末に、復興基金の受領に必要な条件を期限内に達成したと発表していた。 

今回の申請により、ハンガリーが復興基金からの資金を受領できると確定した訳ではない。欧

州委員会は提出された資料を基に、復興計画で記された定量・定性目標が達成されたかどうかを

判断する。条件を満たしていないと判断された場合、支払いが留保されたり、減額されたりする

可能性がある。条件未達と判断された部分について、来年以降に改革を追加して改めて資金を請

求することは基本的にできない。新たな復興計画は約 100億ユーロの総額のうち、事前資金とし

て受け取った部分を除く、約 91億ユーロが今回の最終審査の対象となる。欧州委員会は駆け込み

申請をした他の加盟国からの支払い請求とともに、11月 20日頃までに暫定評価をまとめ、閣僚理

事会などの意見を踏まえ、12月末までに支払い決定を行う予定だ。９月だけで 21ヶ国から総額

1,054億ユーロの請求が提出されており、審査期間は極めて短い。 

 ハンガリーにとって今回の支払い請求は、単に約 91億ユーロのＥＵ資金を確保できるかを左右

するだけではない。オルバン前政権下で長年にわたりＥＵとの対立の火種となってきた法の支配

や汚職対策を巡り、４月に発足した新政権が僅か数ヶ月で進めた改革を、ＥＵがどこまで十分と

認めるかが本格的に試される。巨額のＥＵ資金の行方とともに、オルバン時代に悪化したＥＵと

の関係修復がどこまで進んだのかを占ううえでも、欧州委員会の審査結果が注目される。 
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